
岩手看護専門学校 学校関係者評価委員会 議事録 

 

Ⅰ.会議の概要 

 日時  令和８年 7 月 22 日（水）13 時 30 分～14 時 45 分 

 場所  岩手看護専門学校図書室 

 出席  委員 岩手医科大学 名誉教授 松政正俊 

     委員 岩手県看護協会 会長 相馬一二三 

     委員 岩手看護専門学校後援会 会長 佐々木聖 

     岩手看護専門学校 事務長 芳賀真理子 

     記録  事務員 高橋綾香 

  

Ⅱ.委員会次第 

1.校長挨拶 

2 議事 （１）自己点検 

    （２）事業報告 

       入学試験について 

    （３）決算報告 

    （４）質疑応答 

    資料 

  令和７年度岩手看護専門学校自己点検評価報告書 

  学生便覧 

  学校案内 

  募集要項 

  事業報告書（看護学校抜粋） 

  決算報告書 

 

Ⅲ.議事内容 

1.校長挨拶 

 今年度より自己点検・自己評価及び外部評価への対応がより重要となり、小規模な専門学  

 校にとっては負担も大きいが、教育の質保証のため真摯に取り組んでいきたいこと、また、  

 委員から忌憚のない意見や改善に向けた助言をいただきたい旨の挨拶があった。 

 会議に先立ち、相馬氏が委員長に指名された。 

 

2.議事  

（1）自己点検 

 事務長より、自己点検報告書に基づき説明が行われた。 



教育の土台となる領域（Ⅰ～Ⅳ）については概ね安定した水準を維持している一方、教員の

研究活動、国際交流、卒業生との連携については評価が低く、今後の課題として挙げられた。 

研究活動については、授業準備や実習指導等に多くの時間を要し、研究に充てる時間の確保

が困難であることが説明された。 

卒業生との連携については、昨年度より交流会を実施し、今年度はホームカミングデーを開

催するなど、卒業生との交流や卒業後の支援の充実を図る予定であることが報告された。 

また、自己点検結果を PDCA サイクルによる改善につなげる仕組みづくりが今後の課題で

あるとの説明があった。 

 

（2）事業報告（入学試験について） 

事務長より、令和 7 年度事業報告について説明が行われた。 

昨年度より、総合型選抜を導入し、高校訪問や進学ガイダンスへの参加、ホームページを活

用した広報など、学生募集に向けた取り組みを進めていることが報告された。 

また、若年人口の減少により募集活動は厳しさを増しており、今後も学生が魅力を感じる取

り組みを継続してく必要があるとの説明があった。 

  

（3）決算報告 

事務長より、令和 7 年度決算の概要について説明が行われた。 

収入面は授業料収入のほか、看護師養成所運営費補助金が大きな割合を占めている。また、

法人からの補填により予算が成り立っている状況である。支出では人件費が 66％を占めて

おり、学校運営費の大部分を人件費が占める状況であることが報告された。 

また、建物設備の老朽化、雨漏りによる施設修繕など施設維持費の負担が大きいことが説明

された。 

高等教育の修学支援新制度の機関要件について、法人全体の収支状況から猶予申請を県に

提出していること、今後も対象機関として継続できるよう取り組んでいることが報告され

た。  

 

（4）質疑応答 

委員より、次のような意見・助言があった。 

自己点検については、非常勤講師を含めた多面的な評価が必要であり、授業を多く担当する

非常勤講師についても評価の対象とすることが望ましいとの意見があった。また、シラバス

の内容を充実させ、教育内容をより明確に示すことが望ましいとの指摘があった。 

また、外部評価の実施に向けて、規約、議事録等の根拠資料の整備、PDCA サイクルの確立

が必要であるとの意見が出された。 

事業報告に関連しては、中学生の受入れや大学編入学の実績、国家試験の合格率の高さなど、

本校の魅力として評価できるとの意見があった。 



あわせて、県内定着率の低下や県北・沿岸地域における看護師不足の状況を踏まえ、県内定

着や不足地域への就職を促す仕組みづくり、奨学金や補助金等の支援の可能性について意

見交換が行われた。 

さらに、学生募集の観点からも、学校独自の特色あるカリキュラムの必要性が示され、リハ

ビリテーション学院との連携を含めて検討してはどうかとの意見があった。 

このほか、リハビリテーション学院と合同で教職員の FD を実施し、教育内容や指導方法の

改善につなげることも有効ではないかとの意見があった。 

財政面については、人件費比率の高さを踏まえ、教員負担の軽減策や非常勤講師の活用、基

幹教員的な運用の検討が必要であるとの意見が出された。 

事務長より、委員からの意見を踏まえ、今後も学校運営の改善に取り組んでいく旨の回答が

あった。 

 


